
令和７年度 第２回 愛知県地下占用物連絡会議 

 

                開催日時：令和７年８月１日（金）

                           １０：００～ 

                開催場所：名古屋国道事務所 ＷＥＢ会議  

議 事 次 第

１． 会長挨拶 

２． 規約について（資料１） 

３． 全国で発生した最近の道路陥没事例（資料２）

４． 下水道等に起因する大規模な道路陥没事故を踏まえた対策検討委員会（第 

二次提言）（資料３）

５． Ｒ６年度の点検実施状況（資料４）

６． 道路法施行規則の一部を改正する省令（資料５）

７． 意見交換

（配付資料一覧）

議事     資料－１～５
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愛知県地下占用物連絡会議 規約（案） 

 

 

（名 称） 

第１条 本会は、「愛知県地下占用物連絡会議」（以下「会議」という。）と称する。 

 

（目 的） 

第２条 会議は、道路法第２８条の２の規定に基づき、愛知県道路メンテナンス会議

規約第４条５項に規定する「専門部会」として設置し、愛知県内の各道路管理者及

び地下占用物件の占用者が、定期的に相互の点検・調査の計画・結果について共有

する他、道路陥没を防ぐ取組みなどを連携して実施することにより、占用物件に起

因する道路の構造や交通への支障等に適切に対応することを目的とする。 

 

（調整・共有事項） 

第３条 会議は、第２条の目的を達成するため、次の事項について調整し、及び共有

する。 

（１） 占用者による当年度の点検計画・前年度の点検結果 

 （２） 道路管理者による路面下空洞調査結果 

 （３） 前年度の道路陥没実績、陥没箇所の措置事例 

 （４） その他、道路陥没対策に寄与する情報等 

 

（組 織） 

第４条 会議は、第２条の目的を達成するため、愛知県内における高速自動車国道、

一般国道、愛知県道及び市町村道の各道路管理者及び会議が必要と認めるもので組

織する。 

２ 会議には、会長及び副会長１名を置くものとし、会長は国土交通省中部地方整備

局名古屋国道事務所長とし、副会長は愛知県建設局道路維持課長とする。 

３ 会長に事故等はあるときは、副会長がその職務を代行する。 

４ 会議の構成は、「別表」のとおりとする。 

  ただし、必要に応じ会長が指名する者の出席を求めることができる。 

 

（会議の開催） 

第５条 会議は年に１回を基本として、必要に応じて適宜開催する。 

 

（事務局） 

第６条 会議の運営に関わる事務を行わせるため、事務局を置く。 

２ 事務局は、国土交通省中部地方整備局名古屋国道事務所管理第一課及び管理第二

資料１ 
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課、国土交通省中部地方整備局道路部路政課、地域道路課及び道路管理課並びに愛

知県建設局道路維持課が担うものとする。 

 

（規約の改正） 

第７条 本規約の改正等は、会議の審議・承認を得て行うことができる。 

 

（その他） 

第８条 本規約に定めるもののほか、必要な事項はその都度協議して定めるものとす

る。 

 

（附 則） 

１．本規約は、令和７年４月２５日から施行する。 

２．一部改正（構成員変更）は、令和７年８月１日から施行する。 
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別表

1 会長 道路管理者 国土交通省中部地方整備局名古屋国道事務所 所長
2 道路管理者 国土交通省中部地方整備局名古屋国道事務所 副所長
3 道路管理者 国土交通省中部地方整備局名古屋国道事務所 総括保全対策官
4 道路管理者 国土交通省中部地方整備局名古屋国道事務所 占用調整管理官
5 副会長 道路管理者 愛知県建設局道路維持課 課長
6 道路管理者 愛知県海部建設事務所都市施設整備課 （調整中）
7 道路管理者 名古屋市緑政土木局道路部道路維持課 課長
8 道路管理者 名古屋市緑政土木局路政部道路管理課 課長
9 道路管理者 中日本高速道路株式会社名古屋支社保全・サービス事業部企画統括課 課長
10 道路管理者 中日本高速道路株式会社名古屋支社名古屋保全・サービスセンター 所長
11 道路管理者 中日本高速道路株式会社名古屋支社豊田保全・サービスセンター 所長
12 道路管理者 中日本高速道路株式会社名古屋支社多治見保全・サービスセンター 所長
13 道路管理者 中日本高速道路株式会社名古屋支社羽島保全・サービスセンター 所長
14 道路管理者 中日本高速道路株式会社東京支社保全・サービス事業部企画統括課 課長
15 道路管理者 中日本高速道路株式会社東京支社浜松保全・サービスセンター 所長
16 道路管理者 愛知県道路公社事業部事業課 課長補佐
17 道路管理者 名古屋高速道路公社メンテナンス事業部保全企画課 課長
18 道路管理者 名古屋高速道路公社交通管理部交通管理課 担当課長
19 道路管理者 名古屋高速道路公社交通管理部交通管理課 担当課長
20 道路管理者 愛西市土木課 土木課長
21 道路管理者 あま市建設産業部土木課 土木課長
22 道路管理者 阿久比町建設課 課長
23 道路管理者 安城市維持管理課 課長補佐
24 道路管理者 一宮市道水路管理課 課長
25 道路管理者 稲沢市建設部用地管理課 課長
26 道路管理者 犬山市都市整備部土木管理課 課長
27 道路管理者 岩倉市維持管理課 課長
28 道路管理者 大口町役場建設部維持管理課 課長
29 道路管理者 大治町建設部都市整備課 課長
30 道路管理者 大府市建設総務課 課長
31 道路管理者 岡崎市土木建設部土木管理課 課長
32 道路管理者 岡崎市土木建設部道路維持課 課長
33 道路管理者 尾張旭市都市整備部土木管理課 技監兼課長
34 道路管理者 蟹江町産業建設部土木農政課 課長
35 道路管理者 春日井市土木管理課 課長
36 道路管理者 蒲郡市土木管理課 課長
37 道路管理者 刈谷市土木管理課 土木管理課長
38 道路管理者 北名古屋市建設部施設管理課 施設管理課長
39 道路管理者 清須市土木課 次長兼課長
40 道路管理者 幸田町建設部土木課 課長
41 道路管理者 江南市都市整備部土木課 課長
42 道路管理者 小牧市道路課 課長
43 道路管理者 設楽町役場建設課 課長
44 道路管理者 新城市建設部土木課 課長
45 道路管理者 瀬戸市維持管理課 課長
46 道路管理者 高浜市土木グループ グループリーダー
47 道路管理者 常滑市土木課 課長
48 道路管理者 扶桑町土木農政課 課長
49 道路管理者 武豊町土木課 課長
50 道路管理者 田原市都市建設部維持管理課 課長
51 道路管理者 知多市土木課 課長
52 道路管理者 知立市土木課 課長
53 道路管理者 津島市都市整備課 課長
54 道路管理者 飛島村建設課 課長
55 道路管理者 豊田市建設部地域建設課 課長
56 道路管理者 豊田市建設部土木管理課 課長
57 道路管理者 豊田市建設部道路維持課 （調整中）
58 道路管理者 豊田市建設部地域建設課 担当長
59 道路管理者 長久手市土木課 課長
60 道路管理者 西尾市土木課 課長
61 道路管理者 日進市建設部道路河川課 課長
62 道路管理者 東浦町インフラ整備部土木管理課 課長
63 道路管理者 東栄町建設課 課長
64 道路管理者 東海市土木課 統括主幹
65 道路管理者 東郷町都市整備課 課長
66 道路管理者 半田市建設部土木課 課長
67 道路管理者 碧南市土木港湾課 土木港湾課長
68 道路管理者 南知多町建設課 課長
69 道路管理者 美浜町産業建設部建設課 課長
70 道路管理者 豊橋市建設部土木管理課 課長
71 道路管理者 豊橋市建設部道路維持課 課長
72 道路管理者 豊根村産業課 課長
73 道路管理者 豊山町産業建設部建設課 課長
74 道路管理者 豊川市建設部道路河川管理課 課長
75 道路管理者 豊明市土木課 課長
76 道路管理者 みよし市道路河川課 課長
77 道路管理者 弥富市土木課 課長
78 占用者 中部管区警察局愛知県情報通信部通信施設課 （調整中）
79 占用者 愛知県警察本部交通指導課指導企画係 （調整中）
80 占用者 愛知県警察本部交通部交通規制課 （調整中）
81 占用者 愛知県公安委員会 （調整中）
82 占用者 愛知県一宮建設事務所都市施設整備課下水道管理グループ （調整中）
83 占用者 一宮建設事務所都市施設整備課 （調整中）
84 占用者 愛知県東三河水道事務所配水課 課長
85 占用者 愛知県尾張水道事務所配水課 課長
86 占用者 愛知県尾張建設事務所流域下水道出張所 （調整中）
87 占用者 愛知県東三河農林水産事務所建設課 課長
88 占用者 愛知県愛知用水水道事務所配水課 課長
89 占用者 愛知県企業庁水道部水道事業課 課長
90 占用者 愛知県建設局上下水道課指導管理室 室長
91 占用者 愛知県西三河水道事務所配水課 課長
92 占用者 愛知県東三河建設事務所都市施設整備課 課長
93 占用者 愛知県西三河建設事務所都市施設整備課 （調整中）
94 占用者 愛知県東三河建設事務所維持管理課 課長
95 占用者 愛知県東三河建設事務所道路整備課 課長
96 占用者 愛知県知多建設事務所都市施設整備課 （調整中）
97 占用者 愛知県知立建設事務所都市施設整備課 課長
98 占用者 愛西市下水道課 下水道課長

愛知県地下占用物連絡会議構成員

所　　属 役　　職
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別表愛知県地下占用物連絡会議構成員

所　　属 役　　職

99 占用者 愛西市上水道課 上水道課長
100 占用者 阿久比町上下水道課 課長
101 占用者 あま市上下水道部下水道課 上下水道部次長兼下水道課長
102 占用者 あま市上下水道部上水道課 上水道課長
103 占用者 安城市下水道課 課長
104 占用者 安城市水道工務課 課長補佐
105 占用者 一宮市管路保全課 課長
106 占用者 稲沢市上下水道部下水道課 次長兼課長
107 占用者 稲沢市上下水道部水道工務課 課長
108 占用者 犬山市役所都市整備部下水道課 課長
109 占用者 犬山市役所都市整備部水道課 課長
110 占用者 岩倉市上下水道課 課長
111 占用者 岩倉市商工農政課 課長
112 占用者 大口町役場建設部建設課 課長
113 占用者 大治町建設部産業環境課 課長
114 占用者 大治町建設部下水道課 課長
115 占用者 大府市水道部水道工務課（上下水道管理） 課長
116 占用者 大府市水緑公園課 課長
117 占用者 大府市農業振興課 課長
118 占用者 岡崎市上下水道局上下水道部下水道施設課 課長
119 占用者 岡崎市上下水道局上下水道部水道工事課 課長
120 占用者 尾張旭市上下水道部下水道課 課長
121 占用者 尾張旭市上下水道部上水道課 課長
122 占用者 春日井市上下水道部下水建設課 課長
123 占用者 春日井市上下水道部水道工務課 課長
124 占用者 春日井市河川排水課 課長
125 占用者 春日井市道路課 課長
126 占用者 春日井市農政課 課長
127 占用者 蟹江町上下水道部下水道課 課長
128 占用者 蟹江町上下水道部水道課 次長
129 占用者 蒲郡市下水道課 課長
130 占用者 蒲郡市水道課 課長
131 占用者 蒲郡市農林水産課 産業推進監兼課長
132 占用者 蒲郡市役所上下水道部水道課 主幹兼係長
133 占用者 刈谷市水資源部雨水対策課 課長
134 占用者 刈谷市水資源部下水道課 課長
135 占用者 刈谷市水資源部水道課 課長
136 占用者 刈谷市農政課 課長
137 占用者 北名古屋市建設部下水道課 下水道課長
138 占用者 清須市上下水道課 課長
139 占用者 幸田町上下水道部下水道課 次長兼課長
140 占用者 幸田町上下水道部水道課 課長
141 占用者 幸田町環境経済部産業振興課 課長
142 占用者 幸田町建設部都市整備課 次長兼課長
143 占用者 江南市水道部下水道課 課長
144 占用者 江南市水道部水道課 課長
145 占用者 小牧市上下水道施設課 課長
146 占用者 小牧市上下水道施設課 課長
147 占用者 設楽町役場生活課 課長
148 占用者 新城市上下水道部整備課 課長
149 占用者 瀬戸市下水道課 課長
150 占用者 瀬戸市水道課 課長
151 占用者 高浜市上下水道グループ グループリーダー
152 占用者 武豊町上下水道課 課長
153 占用者 田原市上下水道部下水道課 課長
154 占用者 田原市上下水道部水道課 課長
155 占用者 知多市下水道課 課長
156 占用者 知多市水道課 課長
157 占用者 知立市下水道課 課長
158 占用者 知立市水道課 課長
159 占用者 津島市工務課 課長
160 占用者 津島瓦斯株式会社 課長
161 占用者 東栄町生活環境課 課長
162 占用者 東海市下水道課 課長
163 占用者 東海市水道課 課長
164 占用者 東海市農務課 課長
165 占用者 東郷町下水道課 課長
166 占用者 常滑市下水道課 課長
167 占用者 常滑市水道課 課長
168 占用者 飛島村建設課農業集落排水係 建設課長
169 占用者 豊明市下水道課 課長
170 占用者 豊川市上下水道部水道整備課 維持係長
171 占用者 豊川市上下水道部水道整備課 （調整中）
172 占用者 豊川市上下水道部下水整備課計画係 （調整中）
173 占用者 豊田市下水道施設課 課長
174 占用者 豊田市水道維持課 課長
175 占用者 豊田市水道整備課 課長
176 占用者 豊田市上下水道局下水道建設課 課長
177 占用者 豊橋市建設部河川課 課長
178 占用者 豊橋市上下水道局営業課 課長
179 占用者 豊橋市上下水道局下水道整備課 課長
180 占用者 豊橋市上下水道局水道管路課 課長
181 占用者 豊山町産業建設部建設課下水道グループ 課長
182 占用者 長久手市下水道課 課長
183 占用者 名古屋市交通局技術本部施設部施設工務課 （調整中）
184 占用者 名古屋市上下水道局管路部管路工事調整課 課長
185 占用者 名古屋市緑政土木局河川部河川管理課 （調整中）
186 占用者 名古屋市緑政土木局河川部河川工務課 課長
187 占用者 西尾市下水道整備課 課長
188 占用者 西尾市水道整備課 課長
189 占用者 日進市建設部下水道課 課長
190 占用者 日進市都市産業部農政課 課長
191 占用者 南知多町水道課 課長
192 占用者 半田市下水道課 課長
193 占用者 半田市市街地整備課 課長
194 占用者 半田市上水道課 課長
195 占用者 東浦町インフラ整備部水循環管理課 課長
196 占用者 扶桑町下水道課 主幹
197 占用者 碧南市下水道課 下水道課長
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別表愛知県地下占用物連絡会議構成員

所　　属 役　　職

198 占用者 碧南市水道課 水道課長
199 占用者 みよし市下水道課 課長
200 占用者 弥富市役所下水道課 課長
201 占用者 独立行政法人水資源機構中部支社 （調整中）
202 占用者 独立行政法人水資源機構愛知用水総合管理所 管理課長
203 占用者 独立行政法人水資源機構愛知用水総合管理所 資産管理課長
204 占用者 独立行政法人水資源機構愛知川用水総合管理所用地保全課 （調整中）
205 占用者 独立行政法人水資源機構愛知用水水道事務所尾張旭出張所 出張所長兼維持課長
206 占用者 独立行政法人水資源機構木曽川用水総合管理所 （調整中）
207 占用者 独立行政法人水資源機構木曽川中下流用水総合管理所 管理課長
208 占用者 独立行政法人水資源機構木曽川中下流用水総合管理所 用地課長
209 占用者 独立行政法人水資源機構木曽川水系連絡導水路建設所設計工務課兼環境課 （調整中）

210 占用者 独立行政法人水資源機構豊川用水総合管理所 管理課長

211 占用者 海部南部水道企業団建設課 建設課長
212 占用者 愛知中部水道企業団 企業長
213 占用者 愛知中部水道企業団配水課 課長
214 占用者 北名古屋水道企業団工務課 課長
215 占用者 北名古屋水道企業団工務課建設改良係 総括主査

216 占用者 丹羽広域事務組合水道部工務課 課長

217 占用者 愛知用水土地改良区 管理課長
218 占用者 海部土地改良区管理課 課長補佐
219 占用者 岡崎市東部土地改良区 （調整中）
220 占用者 木津用水土地改良区 事務局長
221 占用者 江南市土地改良区 事務局長
222 占用者 昭和用排水土地改良区 事務局長
223 占用者 神野新田土地改良区 （調整中）
224 占用者 松原用水土地改良区 事務局長
225 占用者 宮田用水土地改良区 工務部長兼管理責任者
226 占用者 みよし土地改良区 事務局長
227 占用者 丹羽用水土地改良区 事務局長
228 占用者 豊川市土地改良区 土地改良係長
229 占用者 豊川総合用水土地改良区豊川管理事務所 所長
230 占用者 豊田土地改良区工務課 課長
231 占用者 明治用水土地改良区 工務課長
232 占用者 中部電力パワーグリッド岡崎支社送電グループ グループ長代理
233 占用者 中部電力パワーグリッド株式会社名古屋支社地中線グループ スタッフ副長
234 占用者 中部電力パワーグリッド株式会社名古屋支社配電建設グループ スタッフ副長
235 占用者 中部電力パワーグリッド株式会社岡崎支社配電建設グループ スタッフ副長
236 占用者 電源開発株式会社中部支店佐久間電力所 所長代理
237 占用者 株式会社ＮＴＴドコモ（代理 ＮＴＴインフラネット株式会社　東海事業部） 担当課長
238 占用者 株式会社ＮＴＴドコモ　インフラデザイン部 （調整中）
239 占用者 株式会社ＮＴＴドコモ　インフラデザイン部 （調整中）

240 占用者
ＮＴＴ西日本株式会社（代理 ＮＴＴインフラネット株式会社　東海事業部）
ＮＴＴインフラネット株式会社　東海事業部

課長

241 占用者
株式会社ＮＴＴフィールドテクノ　名古屋設備部
エリアマネジメント部門　エリアマネジメント担当

課長

242 占用者 株式会社ＮＴＴフィールドテクノ　名古屋設備部 課長
243 占用者 株式会社アイ・シー・シー 部長
244 占用者 株式会社アイ・シー・シー 主任
245 占用者 アルテリア・ネットワークス株式会社 線路メンテナンス課
246 占用者 シーシーエヌ株式会社 課長
247 占用者 シーシーエヌ株式会社 係長
248 占用者 ＣＣＮｅｔ株式会社ソリューション本部技術部建設保守グループ グループ長
249 占用者 ＣＣＮｅｔ株式会社ソリューション本部技術部建設保守グループ 専門副長
250 占用者 公益社団法人移動通信基盤整備協会設備推進2部 （調整中）
251 占用者 株式会社キャッチネットワークインフラデザイン課 占用担当
252 占用者 株式会社キャッチネットワークICTデザイン本部　インフラデザイン課 （調整中）
253 占用者 株式会社キャッチネットワークICTデザイン本部　インフラデザイン課 （調整中）
254 占用者 株式会社キャッチネットワークICTデザイン本部　インフラデザイン課 （調整中）
255 占用者 株式会社キャッチネットワークICTデザイン本部　インフラデザイン課 課長
256 占用者 グリーンシティケーブルテレビ株式会社 課長
257 占用者 グリーンシティケーブルテレビ株式会社 主任

258 占用者 ＫＤＤＩ株式会社西日本運用センター線路G 課長

259 占用者 株式会社コミュニティネットワークセンター （調整中）
260 占用者 株式会社コミュニティネットワークセンター （調整中）
261 占用者 株式会社シーテック情報通信本部ﾈｯﾄﾜｰｸシステム部CATV保守・工事G 主任
262 占用者 スターキャット株式会社技術本部技術部 グループ長
263 占用者 スターキャット株式会社技術本部技術部 グループ課長
264 占用者 株式会社ＺＴＶ 課長
265 占用者 株式会社ＺＴＶ 係長
266 占用者 ソフトバンク株式会社西日本ネットワークセンター東海保全課 課長
267 占用者 知多メディアスネットワーク株式会社技術サービス部 （調整中）

268 占用者
中部テレコミュニケーション株式会社建設本部
ソリューション建設部申請業務Ｇ

（調整中）

269 占用者 中部テレコミュニケーション株式会社ソリューション建設部申請業務G グループマネージャー

270 占用者
中部テレコミュニケーション株式会社
建設本部三重エンジニアリングセンター

（調整中）

271 占用者 株式会社ＴＯＫＡＩコミュニケーションズ 課長
272 占用者 豊橋ケーブルネットワーク株式会社 技術部インフラグループリーダー
273 占用者 公益財団法人名古屋ケーブルビジョン 統括部長
274 占用者 公益財団法人名古屋ケーブルビジョン 部長
275 占用者 公益財団法人名古屋ケーブルビジョン （調整中）
276 占用者 西尾張シーエーティーヴィ株式会社 主任
277 占用者 西尾張シーエーティーヴィ株式会社　技術部 （調整中）
278 占用者 ひまわりネットワーク株式会社 グループ長(課長)
279 占用者 ひまわりネットワーク株式会社 リーダー(係長)
280 占用者 株式会社ＵＳＥＮＦＩＥＬＤＩＮＧ中部センター （調整中）
281 占用者 株式会社ＵＳＥＮＦＩＥＬＤＩＮＧ名古屋支店 （調整中）
282 占用者 東邦ガスネットワーク株式会社導管部本管建設センター 所長
283 占用者 東邦ガスネットワーク株式会社導管部本管建設センター占用課 課長
284 占用者 東邦ガスネットワーク株式会社導管部本管建設センター占用課 占用・渉外チームチーフ
285 占用者 犬山ガス株式会社 供給部課長
286 占用者 エネロップ株式会社天然ガス事業本部 保全部長
287 占用者 サーラエナジー株式会社豊橋供給センター 所長
288 占用者 サーラエナジー株式会社豊橋供給センター 保安グループマネージャー
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別表愛知県地下占用物連絡会議構成員

所　　属 役　　職

289 占用者 名古屋プロパン瓦斯株式会社 （調整中）
290 占用者 株式会社フラーゴラ 代表取締役
291 占用者 東海旅客鉄道株式会社中央新幹線推進本部中央新幹線建設部 （調整中）
292 占用者 豊橋鉄道株式会社鉄道部技術課 技術課長
293 占用者 名古屋鉄道株式会社土木部土木課 土木課長
294 占用者 愛知県農林基盤局農地部農地計画課 課長
295 占用者 愛知県農林基盤局農地部農地整備課 課長
296 占用者 愛知県尾張農林水産事務所建設課 課長
297 占用者 愛知県尾張農林水産事務所一宮支所建設課 課長
298 占用者 愛知県海部農林水産事務所建設課 課長
299 占用者 愛知県知多農林水産事務所建設課 課長
300 占用者 愛知県西三河農林水産事務所建設課 事業調整監兼建設課長
301 占用者 愛知県西三河農林水産事務所幡豆農地整備出張所建設課 課長
302 占用者 愛知県豊田加茂農林水産事務所建設課 課長
303 占用者 愛知県新城設楽農林水産事務所建設課 課長
304 占用者 愛知県東三河農林水産事務所長建設課 課長
305 占用者 名古屋市緑政土木局河川部河川管理課 課長
306 占用者 瀬戸市　維持管理課 課長
307 占用者 小牧市上下水道部上下水道施設課 課長
308 占用者 豊明市経済建設部土木課 課長
309 占用者 清須市建設部土木課 次長兼課長
310 占用者 小牧市地域活性化営業部農政課 課長
311 占用者 尾張旭市都市整備部公園農政課 課長
312 占用者 日進市都市産業部農政課 課長
313 占用者 北名古屋市商工農政課 主幹
314 占用者 長久手市建設部みどりの推進課 課長
315 占用者 東郷町まち整備部産業振興課 課長
316 占用者 一宮市建設部維持課 課長
317 占用者 大治町役場建設部産業環境課 課長
318 占用者 知多市環境経済部農業振興課 課長
319 占用者 武豊町生活経済部産業課 課長
320 占用者 岡崎市経済振興部農地整備課 課長
321 占用者 一宮市建設部道水路管理課 課長
322 占用者 碧南市経済環境部農業水産課 課長
323 占用者 犬山市都市整備部下水道課 課長
324 占用者 岩倉市役所建設部商工農政課 課長
325 占用者 大口町建設部維持管理課 課長
326 占用者 刈谷市産業環境部農政課 課長
327 占用者 安城市産業部農地整備課 課長補佐
328 占用者 西尾市建設部農地整備課 課長
329 占用者 豊田市産業部農地整備課 課長
330 占用者 新城市役所産業振興部農業課 参事
331 占用者 東海市環境経済部農務課 課長
332 占用者 大府市産業振興部農業振興課 課長
333 占用者 美浜町産業建設部建設課 課長
334 占用者 知立市建設部土木課 土木課長
335 占用者 高浜市都市政策部土木グループ グループリーダー
336 占用者 幸田町環境経済部産業振興課 課長
337 占用者 新城市役所上下水道部整備課 課長
338 占用者 東栄町役場建設課 課長
339 占用者 豊根村役場産業課 課長
340 占用者 独立行政法人水資源機構愛知用水総合管理所資産管理課 課長
341 占用者 独立行政法人水資源機構愛知用水総合管理所管理課 課長
342 占用者 扶桑町農業委員会 課長
343 占用者 江南市土地改良区 事務局長
344 占用者 昭和用排水土地改良区 事務局長
345 占用者 丹羽用水土地改良区 事務局長
346 占用者 小川土地改良区 理事長
347 占用者 海東土地改良区 理事長
348 占用者 協和土地改良区 理事長
349 占用者 木津用水土地改良区 事務局長
350 占用者 十五ヶ用水土地改良区（窓口：北名古屋市商工農政課） 主幹
351 占用者 上条用水・高貝用水・玉野用水土地改良区（窓口：春日井市産業部農政課） 課長
352 占用者 海部土地改良区管理課 課長補佐
353 占用者 茶屋後土地改良区 理事長
354 占用者 茶屋新田土地改良区 理事長
355 占用者 富田町土地改良区 理事長
356 占用者 西福田土地改良区 理事長
357 占用者 藤高土地改良区 理事長
358 占用者 稲沢市土地改良区 事務局長
359 占用者 入鹿用水土地改良区 事務局長
360 占用者 祖父江町土地改良区 事務局長
361 占用者 西成土地改良区 理事長
362 占用者 福田悪水土地改良区 事務局長
363 占用者 扶桑町土地改良区 課長
364 占用者 平和土地改良区 事務局長
365 占用者 宮田用水土地改良区 工務部長兼管理責任者
366 占用者 領内川用悪水土地改良区 事務局長
367 占用者 十三沖永悪水土地改良区 事務局長
368 占用者 蟹江大澪悪水土地改良区 事務局長
369 占用者 日光川西悪水土地改良区 事務長
370 占用者 愛知用水土地改良区管理部管理課 課長
371 占用者 愛知用水土地改良区大府事務所 所長
372 占用者 立田輪中悪水土地改良区 事務局長
373 占用者 十四山土地改良区 事務局長
374 占用者 鍋田土地改良区 事務局長
375 占用者 飛島土地改良区 事務局長
376 占用者 神守土地改良区 事務局長
377 占用者 宮田用水土地改良区 工務部長兼管理責任者
378 占用者 蟹江町土地改良区 事務局長
379 占用者 愛西市内土地改良区合同事務所 （佐屋町（土）立田村（土）八開村（土）佐織（土）） 事務局長
380 占用者 弥富土地改良区 主事
381 占用者 七宝町土地改良区 事務局長
382 占用者 明治用水土地改良区工務課 課長
383 占用者 美和町土地改良区 事務局長
384 占用者 常滑土地改良区 事務局長
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385 占用者 知多市土地改良区 事務局長
386 占用者 東浦町土地改良区 事務局長
387 占用者 知多南部土地改良区 事務局長
388 占用者 岡崎市東部土地改良区 事務長
389 占用者 美浜町土地改良区 事務局長
390 占用者 油ヶ渕悪水土地改良区 理事長
391 占用者 安城土地改良区 課長補佐
392 占用者 岩津用水土地改良区 理事長
393 占用者 占部用水土地改良区 事務局長
394 占用者 大平川用水土地改良区 理事長
395 占用者 金山揚水土地改良区 理事長
396 占用者 刈谷土地改良区 事務局長
397 占用者 幸田土地改良区、矢作南部土地改良区連合 事務局長
398 占用者 高浜市土地改良区 グループリーダー
399 占用者 知立土地改良区 理事長
400 占用者 額田土地改良区 理事長
401 占用者 東阿知和土地改良区 理事長
402 占用者 豊田土地改良区工務課 課長
403 占用者 みよし土地改良区 事務局長
404 占用者 碧南市土地改良区 事務局次長
405 占用者 西尾土地改良区 工務課長
406 占用者 新城市土地改良区 事務局長
407 占用者 作手村土地改良区 事務局長
408 占用者 南方土地改良区 会計
409 占用者 牟呂用水土地改良区 事務局長
410 占用者 高豊土地改良区 事務局長（心得）
411 占用者 二川土地改良区 技師
412 占用者 豊橋北部土地改良区 事務局長
413 占用者 豊橋西部土地改良区 事務局長
414 占用者 豊橋南部土地改良区 事務局長
415 占用者 豊橋開拓土地改良区 統括主任
416 占用者 豊橋北西部土地改良区 事務局長
417 占用者 蒲郡市土地改良区 主幹
418 占用者 田原市土地改良区 事務局長

事務局 国土交通省中部地方整備局名古屋国道事務所管理第一課
国土交通省中部地方整備局名古屋国道事務所管理第二課
国土交通省中部地方整備局道路部路政課
国土交通省中部地方整備局道路部地域道路課
国土交通省中部地方整備局道路部道路管理課
愛知県建設局道路維持課
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１．全国で発生した最近の道路陥没事例
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発生日時：令和 7年 4月30日（水） 3時30分頃（推定）

発生場所：国道1号 496.8kp（下り線）
京都市下京区塩竈町（五条高倉交差点）付近

発生事象：京都市上下水道局管理の水道管（φ300）破損に
よる漏水（道路冠水）

概要

事故の経緯

原因（京都市上下水道局見解）

3時50分 警察から道路管理者へ漏水・道路の隆起について通報
3時51分 交通規制（下り線2車線規制）開始
4時20分 下り線全線通行止め
4時37分 上り線対面通行（東行き3車線、西行き1車線）開始
6時50分 京都市上下水道局が復旧作業着手
13時00分 止水完了、上り線側から路面下空洞調査開始
16時00分 京都市上下水道局による記者会見
21時45分 路面仮復旧完了
23時35分 路面下空洞調査結果報告（異常なしを確認）
23時50分 交通規制解除

水道管（鋳鉄管）の老朽化により破損（1959年に敷設（66年経過））⇒ 市内の同様の埋設箇所について京都市が緊急点検を実施

位置図

漏水の状況 破損した水道管 水道管復旧状況

国道1号の交通状況等

■ 交通量（R3交通センサス）
24時間交通量 51,099台
昼間12時間交通量 37,028台

■ 当日の渋滞状況（最大延長）

下り線（大阪方面・西行き）約2.0km
発生時刻 8時30分頃

交通規制状況

五条高倉
交差点

漏水（水道管破損）箇所
（国道1号 496.8kp 下り付近）

1

国道１号水道管破損による漏水事故【京都府京都市】

地図出典：国土地理院

○京都市管理の水道管より漏水が発生し、国道１号が約２０時間の車線規制。
○原因は、敷設後６６年経過した老朽化による水道管の破損。

※ 給水停止なし、
周辺への土砂・漏水流出被害あり

11



国道202号下水道工事に伴う道路陥没事故【福岡県福岡市】

占 用 者：福岡市長

道路管理者：九州地方整備局長

場 所：福岡市中央区今泉２丁目

（国道202号2ｋ500下り）

目 的：浸水対策工事

工 事 概 要 事故位置図

○福岡市発注の下水道工事に伴う道路陥没が発生し、国道２０２号が約２０時間の通行止め。
○原因は、既設雨水管（φ1350）に新設雨水管を取付施工中、接合部に隙間が生じ周辺土砂が既設雨水管に流入、道路陥没が発生したと想定。

陥没箇所

状 況 写 真

５月２８日

１１：００頃 福岡市より雨水管（幹線）への土砂流入について報告

１３：００頃 下り第１通行帯を規制、空洞調査（反応３箇所）

２０：００頃 応急復旧開始（薬液注入工）

５月２９日

１９：００頃 応急復旧完了（22.4㎥）

２２：００頃 空洞２箇所の開削・埋め戻し作業完了

５月３０日

０：００頃 下り２車線を規制

３：３０頃 空洞１箇所の開削・埋め戻し作業完了

４：００頃 規制解除

６月１０日

１０：００頃 警察が出張所に道路陥没の連絡（写真①）

１０：４０頃 全止め（４車線）

１７：３０頃 流動化処理土投入完了５台分(V=25㎥)（写真③）

２０：３０頃 流動化処理土硬化確認

（再）空洞調査反応３箇所を掘削にて確認（写真④）

（１箇所空洞無し、２箇所は今回陥没と関係なし）

６月１１日

４：４５頃 路盤まで埋戻し完了

６：４０頃 舗装工完了 国による再空洞調査

６：５３頃 規制解除（写真⑤）

経 緯

福岡市中央区今泉２丁目

福岡県
至 博多駅

至 糸島市

拡大図

新設雨水管

陥没箇所

断 面 図

A

A’

A-A’断面

至 糸島市

R7．6．10撮影

至 糸島市 至 博多駅至 糸島市 至 博多駅 至 糸島市 至 博多駅

写真① 陥没状況

写真③ 流動化処理土投入状況 写真⑤ 交通規制解除

至 博多駅

至 糸島市

空洞

１１日後

R7．6．10撮影

R7．6．11撮影

R7．6．10撮影 R7．6．11撮影

R7．6．10撮影

至 博多駅

写真② 土砂堆積状況

既設雨水管（φ1350）

幹線雨水管（φ3500）

全
面
通
行
止
め
約
20
時
間 写真④ 空洞反応箇所の確認状況

陥没部

既設雨水管
（φ1350）

約10ｍ

準幹線φ1350

新設雨水管

既設雨水管 接続部から既設雨水管に
土砂が流入した可能性

道路陥没箇所

(取付管)

鋼管φ500

塩ビ管φ350

土砂土砂
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２．下水道等に起因する大規模な道路陥没事故
を踏まえた対策検討委員会（第二次提言）
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１．経緯

○ 2025年(令和７年)1月28日に
埼玉県八潮市で下水道管路の
破損に起因すると考えられる
大規模な道路陥没にトラック
運転手が巻き込まれ死亡する
事故が発生するとともに、
約120万人の方々が下水道の
使用自粛を求められるなど、
重大な事態が発生。

委
員
会
の
設
置

2．第2次提言の概要

(1)基本的な考え方

○下水道管路は極めて過酷な状況に置かれたインフラ(特に大規模な下水道システムの下流部では下水の流量変動は小さくメンテナンスが困難）
○下水道管路における安全性確保が何よりも優先されるという基本スタンスを再確認すべき
○点検・調査の「技術化」・技術のコストダウンと、「管路の安全へのハザード」「事故発生時の社会的影響」を勘案した点検・調査の重点化
○道路管理者と道路占用者の連帯を通じた地下空間のデジタル管理の高度化
○下水道管路の戦略的再構築方策として、メンテナビリィティ(維持管理の容易性)や大規模事故時など万一に備えたリダンダンシー(冗長性)の確保
○ アセットマネジメントを基盤とする投資最適化、広域連携による技術・財務両面での基盤強化、
資産維持費等を適切に反映したコストベース型(総括原価方式)の使用料の設定、予防的インフラマネジメントへの重点的な財政支援

○3月17日 同種・同類の事故の未然防止を目的とした
「全国特別重点調査の実施について」 提言

→3月18日 国土交通省から全国の下水道管理者に要請

○5月28日第2次提言国民とともに守る基礎インフラ上下水道のあり方
～安全性確保を最優先する管路マネジメントの実現に向けて～

→「国土強靱化実施中期計画」などに反映

○夏頃(予定) 上下水道のインフラマネジメントの具体的方策、
インフラ全般のマネジメントのあり方
などについて、第3次提言

1月31日時点の
事故現場の状況

(2)下水道管路の全国特別重点調査に基づく
対策の確実な実施

○全国特別重点調査において強化した緊急度の
判定基準に基づき、対策を確実に実施

全国特別重点調査による緊急度の判定基準を現行より強化して、広く対策を実施

「下水道等に起因する大規模な道路陥没事故を踏まえた対策検討委員会」第２次提言

国民とともに守る基礎インフラ上下水道のあり方 ～安全性確保を最優先する管路マネジメントの実現に向けて～ (概要)
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管
路
の
安
全
へ
の
ハ
ザ
ー
ド

（
損
傷
の
発
生
の
し
や
す
さ
）

社会的影響 管径・埋設深さ・影響人口
二次災害の恐れ（軌道下、
緊急輸送道路等） など

時間計画保全
または

事後保全

点検の高頻度化
点検方法の高度化

腐食環境
布設年度
地盤、地下水位
構造変化点
直近の点検結果
など

点検の高頻度化

点検方法の高度化

国民とともに守る基礎インフラ上下水道のあり方 ～安全性確保を最優先する管路マネジメントの実現に向けて～ (概要)

大規模下水道システムにおける
リダンダンシー・メンテナビリティの確保

(3)上下水道管路と地下空間のマネジメントのあり方

① 点検・調査の「技術化」と技術のコストダウン、DX(デジタルトランスフォーメーション)の推進

○大深度の空洞調査など地下空間の安全確保を目的とした技術の高度化・実用化
○無人化・省力化に向けたDXとしての自動化技術の高度化・実用化
○技術開発の目標期間の設定と圧倒的なコストダウン
② 上下水道管路の点検等のあり方

○管路の安全へのハザードが大きい箇所は､主として｢頻度｣を強化するとともに、
事故発生時の社会的影響が大きい箇所は､主として｢方法｣を充実させ、
フェールセーフの考え方に基づき、複数の手段を組み合わせ

○ メリハリをつける観点から、時間計画保全や事後保全とする箇所も検討
○漏水事故のリスクや社会的影響が大きい水道の埋設管路は優先的に更新
○ 点検・調査結果の診断は、必要な知識及び技能を有する者が行うことを標準
③ 道路管理者と道路占用者の連帯による地下空間情報のデジタル化・統合化

○占用物情報をはじめ､路面下空洞調査の結果や道路陥没履歴などの情報を
デジタル化した上で統合化する仕組みを検討

○地下占用物の点検結果などの道路管理者への共有を図ることの制度化などを検討

(4)上下水道管路の戦略的な再構築方策のあり方

○大規模下水道システムの大口径かつ平常時の管内水位が高い下水道管路では､
修繕・改築や災害・事故時の迅速な復旧が容易ではないため､
多重化・分散化の取組により、リダンダンシー・メンテナビリティを確保

○点検・調査など維持管理を容易に行えるよう配置・構造を改善し､
メンテナビリティを向上

○大規模水道システムにおいては､より一層リダンダンシーの確保を加速

(5)下水道等のインフラマネジメントを推進する仕組みのあり方

○行政・事業者に加え､学術団体など多様な主体の｢総力戦｣での実施体制のもと、専門的な人材を養成・確保するとともに、
都道府県域単位等での自治体同士の広域連携、人の群マネ※や広域型等の質の高いウォーターＰＰＰを推進

○劣化状況も含めた上下水道の現状を正確なデータを用いて「見える化」し、市民に十分に説明・共有するとともに、
点検には交通規制を伴うことや事故時には下水道の使用自粛要請を伴うこと等の不便の甘受に対する理解も得るなど国民の意識の醸成

○必要な更新投資を先送りすることがないよう使用料に資産維持費等を適切に反映、集中的な耐震化・老朽化対策等への重点的な財政支援

下水道管路の点検・調査の重点化と
メリハリの考え方

※広域・複数・多分野のインフラを「群」として捉えマネジメントする
「地域インフラ群再生戦略マネジメント」（群マネ）を進める上で、技術職員も
「群」となって広域的に連携し、インフラのメンテナンスに関わるという考え方

「下水道等に起因する大規模な道路陥没事故を踏まえた対策検討委員会」第２次提言

分散化

多重化

管内水位低下による
メンテナビリティの確保

大規模事故時など万一に
備えたリダンダンシーの
確保

管路内から管路背面の
地盤の空洞を調査

管路内からの空洞調査

ドローン調査

ドローンを活用した
無人化・省力化
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３．令和６年度の点検実施状況
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点検実施状況の整理について

１）路面下空洞調査

○ 今年度は、令和６年度の国管理道路における路面下空洞調査について整理

○ 次年度以降は、他の道路管理者による路面下空洞調査も対象とすることを検討

２）地下占用物の点検状況

○ 今年度は、令和６年度の主な地下占用物（電力、通信、ガス、水道、下水道）を対象に整

理

○ 次年度以降は、その他の地下占用物も対象とすることの他、共有する内容の共通化、

充実化などを検討

３）その他

○ 「下水道等に起因する大規模な道路陥没事故を踏まえた対策検討委員会」の第二次提言

を踏まえ、道路管理者と道路占用者の連帯による地下空間情報のデジタル化・統合化を

目指し、地下占用物の点検情報等をはじめ､路面下空洞調査の結果や道路陥没履歴など

の情報をデジタル化した上で統合化する仕組みを検討。
26



路面下空洞調査（国管理）の実施状況

道路管理者 管理延長

令和６年度

調査延長 空洞確認箇所数※１ うち補修箇所数

国土交通省 445.761km 12km 0箇所 0箇所

愛知県内における国管理道路の路面下空洞調査の実施状況

※１ 詳細調査（スコープ調査等）により空洞を確認した箇所

＜概要＞
調査等の手法等：電磁波（レーダ）による空洞調査
調査等の頻度：５年に１回（地下埋設物の状況などに

応じて頻度を短縮）

27



道路管理者

対象施設数 令和６年度

洞道 マンホール

洞道 マンホール

実施
区間

不具合
箇所

措置済
箇所

実施
箇所

不具合
箇所

措置済
箇所

全管理者 411区間 17062箇所 75区間 0箇所 0箇所 1637箇所 0箇所 0箇所

＜概要＞
調査等の手法等：目視による調査

愛知県内における電力施設※１の点検実施状況※２

※１ （一社）送配電網協議会参画企業
※２ 占用事業者から個々の道路管理者に対しては、より詳細な点検状況を共有

主な地下占用物の点検状況（電力事業者）

28



愛知県内における通信施設※１の点検実施状況※２

＜概要＞
調査等の手法等：目視による調査
調査等の頻度：５年に１回

道路管理者

対象施設数 令和６年度

洞道 マンホール

洞道 マンホール

実施
延長

不具合
箇所

措置済
箇所

実施
箇所

不具合
箇所

措置済
箇所

全管理者 45.2ｋｍ 48663箇所 10.8ｋｍ 0箇所 0箇所 3211箇所 0箇所 0箇所

主な地下占用物の点検状況（通信事業者）

※１ ＮＴＴグループ
※２ 占用事業者から個々の道路管理者に対しては、より詳細な点検状況を共有
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道路管理者 対象施設延長

令和６年度

実施延長 不具合箇所 措置済箇所

全管理者 21820.58km 5283.07km 273箇所 273箇所

愛知県内におけるガス施設※１の点検実施状況※２

＜概要＞
調査等の手法等：道路上からのガス検知器による調査

主な地下占用物の点検状況（ガス事業者）

※１ （一社）日本ガス協会参画企業
※２ 占用事業者から個々の道路管理者に対しては、より詳細な点検状況を共有
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道路管理者 対象施設延長

令和６年度

実施延長 不具合箇所 措置済箇所

全管理者 583841.52km 563155.66km 291箇所 290箇所

＜概要＞
調査等の手法等：路上からの異常把握や空気弁等での音聴調査
調査等の頻度：水道法施行規則第１７条の２により、適切な時期

に点検を実施

愛知県内における水道施設※１の点検実施状況※２

主な地下占用物の点検状況（水道事業者）

※１ 上水道と簡易水道
※１ 占用事業者から個々の道路管理者に対しては、より詳細な点検状況を共有
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道路管理者 対象施設延長

令和６年度

実施延長 不具合延長 措置済延長

全管理者 100491.2688km 9495.98703km 35.1ｋｍ 2ｋｍ

＜概要＞
調査等の手法：施設内からの目視や機材による調査
調査等の頻度：下水道法施行令第５条の１２第２号により、

適切な時期に点検を実施

愛知県内における下水道施設の点検実施状況※１

主な地下占用物の点検状況（下水道事業者）

※１ 占用事業者から個々の道路管理者に対しては、より詳細な点検状況を共有
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道路管理者と地下占用者における点検情報等の共有化について

点検結果の共有化

［道路管理者⇔地下占用者］

［対応例①］

占用物の点検により管路の
腐食や漏水を確認

空洞調査との比較

必要に応じて、占用物の点
検や補修の前倒しなどを相
互に調整

点検の効率化・空洞の早期発見・陥没の防止

［道路管理者・地下占用者が相互に対応］

［対応例②］

空洞調査により空洞（経過
観察レベル）を確認

占用物の点検結果との比較

必要に応じて占用物の点検
や補修の前倒しなどを相互
に調整

［対応例③］

要因不明の道路陥没の情
報

空洞調査や占用物点検結
果と比較

必要に応じて空洞調査、占
用物の点検や補修の前倒し
などを相互に調整
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４．道路法施行規則の一部を改正する省令

34

toguchi-m85aa
テキストボックス
資料５




地下占用事業者との情報共有の強化（管理状況の報告義務）

占用物件の維持管理について 関係箇所

「道路管理者による占用物件の維持管理の適正化

ガイドライン（令和元年５月３０日）」（運用）

■ 運用規定

■ 道路管理者による占用物件の維持管理の適正化ガイドライン（抄）
第３ 占用許可事務における道路管理者の対応
１ 許可審査における確認事項
（２） 占用物件の安全性

占用物件の占用期間満了に伴う更新時には、必要に応じて直近の管理
状況について確認すること。

２ 許可条件
（２） 物件の種別に応じて附すべき許可条件

ア 第４の１に定める確認が必要な占用物件 ※
・ 「道路利用者や第三者への重大事故を未然に防止する観点から・・・
占用許可後、５年が経過する時期を基本として、・・・占用物件の現状に
ついて、道路管理者あて書面等により報告すること」

※ その損傷により特に道路の構造又は交通に支障を及ぼすおそれのあ
る電柱、電線、地下管路及びこれら物件と一体となって機能する占用物
件並びに跨道橋

※ 直轄国道においては、占用者から道路管理者への報告義務を

許可条件として規定。

※ 自治体には技術的助言として送付。

【報告様式】

都道府県では、約 64 ％ （ 30自治体／47都道府県）

市区町村では、約 17 ％ （198自治体／1,198自治体※）

※1,741市区町村のうち回答のあった自治体

（令和7年2月28日時点）

において、ガイドラインを踏まえ、国と同様の取組を行っている。

直轄国道では占用者に対して占用物の管理状況を報告する義務を占用許可条件として規定。
⇒今後、都道府県、市区町村においても同様の取組を進めるような仕組みを検討。

令和７年３月２６日 第４回対策検討委員会 資料３（抜粋）
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地下占用事業者との情報共有の強化（管理状況の報告義務）

占用物の管理状況を報告することに対する委員からの次のご意見。（３／２６ 第４回対策検討委員会）

①令和元年から運用されているにも関わらず市町村で約17％にとどまっているのであれば、更に踏み込ん
だ制度的な検討が必要ではないか。

②占用者からの報告について、陥没リスクを踏まえた重点化した取組を進めていくべきではないか。

⇒上記を踏まえ、占用物の維持管理に関する基準を定めた道路法施行規則を改正し、占用者に対して以下を

義務付け。

占用物の点検の実施状況及び結果等を道

路管理者又は地下占用物連絡会議等への

報告

【報告頻度】

道路管理者又は地下占用物連絡会議

等が定める期間に１回

※占用物の規模等を考慮

地下占用物連絡会議等が必要と認める場合

に点検結果等の報告の義務化
占用物の安全性についての報告の義務化

直轄の取組の横展開のための対応
（①関連）

占用物の安全性を確認した旨を道路管理

者へ報告

【報告時期】

ア）占用期間の更新時

イ）電柱、電線、地下管路等は占用期間

が５年を超える場合、ア）に加えて５年

が経過する時期

陥没リスクを踏まえた追加的な取組
（②関連）
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地下占用事業者との情報共有の強化（管理状況の報告義務）

（占用物件の管理）

第三十九条の八 道路占用者は、国土交通省令で定める基準に従い、道路の占用をしている工作物、物件又は施設（以下こ

れらを「占用物件」という。）の維持管理をしなければならない。

道路法（昭和二十七年法律第百八十号）（抄）

道路法施行規則（昭和二十七年建設省令第二十五号）（抄）

（占用物件の維持管理に関する基準）

第四条の五の五 法第三十九条の八の国土交通省令で定める基準は、次のとおりとする。

一 道路占用者が、道路の構造若しくは交通に支障を及ぼし、又は及ぼすこととなるおそれがないように、適切な時期に、占

用物件の巡視、点検及び修繕その他の当該占用物件の適切な維持管理を行うこと。

二 道路占用者が、次のイ又はロに掲げる占用物件の区分に応じ、当該イ又はロに定めるときに、当該占用物件の安全性を

確認した旨を道路管理者へ報告すること。

イ 電柱及び電線並びに水管、下水道管その他これらに類するもの 占用の期間が満了した場合においてこれを更新しよ

うとするとき（許可を受けた道路の占用の期間が五年を超えるものにあつては、当該許可を受けた日から起算して五年を

経過したとき及び占用の期間が満了した場合においてこれを更新しようとするとき。）。

ロ イに掲げるもの以外のもの 占用の期間が満了した場合においてこれを更新しようとするとき。

三 前号イに掲げる占用物件にあつては、道路占用者が、当該占用物件の点検の実施に係る計画、その実施状況及び結果

その他の当該占用物件の維持管理の状況に関する事項のうち、道路管理者（協議会等（法第二十八条の二第一項に規

定する協議会その他これに準ずるものをいう。）が組織されている場合にあつては、当該協議会等。以下この号において

同じ。）が必要と認めるものについて、当該占用物件の規模若しくは種類その他の事項又は道路の構造若しくは交通の状

況その他の事情を勘案して道路管理者が定める期間に一回の頻度で、道路管理者へ報告すること。

改正し、追加 37



占用物件の維持管理ガイドラインの改正について

・令和７年１月28日、埼玉県八潮市の県道において
下水道管の破損に起因すると思われる道路陥没事故
が発生

背景

下水道等に起因する大規模な道路陥没事故を踏まえた対策検討委員会（第1回）資料抜粋

「下水道等に起因する大規模な道路陥没事故を
踏まえた対策検討委員会」において、道路管理者と道路
占用者の連帯による地下空間情報の統合化について提言
がなされた。

新・ガイドライン

・提言の中で、主に以下の指摘がなされた

① 国管理道路では、地下占用物の管理状況を報告する義務を占用許可条件
として規定しているが、自治体は一部にとどまっている。

② 管理状況の報告についても安全性を確認したことを証する書面のみの提
出となっている。

➢ 上記を踏まえ、占用物の維持管理に関して以下を制度化

→ 占用物の安全性を確認した旨を道路管理者へ報告すること
→ 地下占用物連絡会議等が必要と認める場合に点検結果等を報告すること

課題・対応

■ 道路法施行規則の改正を踏まえ「道路管理者による占用物件の維持管理の適正化ガイドライン」（令和元年５月
３０日付国道利第１号・国道メ企第２号）を廃止し、改めて発出

■ 占用物件に起因する道路の構造・交通への支障等を未然に防ぐための対応方針を示す

【道路占用者への周知徹底】
・道路法第39条の８により道路占用者へ維持管理義務が課され、場合によっては罰則があること

【道路管理者の対応】
・占用物件の安全性、点検計画、実施状況、結果等を報告させること
・道路占用者が維持管理等していないと認められる場合には、必要に応じて立入検査をすること

占用物の維持管理基準を定めた道路法施行規則を改正し、
占用者に対して義務づけるとともに、ガイドラインを改正し
運用を強化

道路占用者の占用物件の維持管理に関する意識向上、道路占用者と道路管理者の情報共有の強化38




